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欧米各地では政府方針のもと，協調ITS（Cooperative ITS：車対車，車対インフラおよびインフラ対イン

フラの通信を統合し，広範なITSサービスとアプリケーションの利点を増大しようとするシステム）の実

証実験が活発に行われ，国際的に標準化が急速に進みつつある． 
本研究では，協調ITSについて，欧米や国内のプロジェクトで考えられている機器，通信，サービスの

内容を調査・比較分析し，車両技術の高度化，無線技術の高度化など最新技術の動向や社会経済の潮流な

どを踏まえ，日本が今後中長期的に目指すべきITSサービスについてシステムアーキテクチャを検討した．

これをもとに，サービスの実現状況，研究開発状況を整理し，道路インフラ側として今後研究開発に取り

組むべきサービスを抽出した．さらに，この実現のために目指すべきシステム像，必要な要素技術，取り

組むべき内容について考察する． 
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1. はじめに 

欧米では現在，Connected VehicleやCOMeSafety2，Drive 

C2X といった研究開発プロジェクトにおいて協調 ITS

（Cooperative ITS：車対車，車対インフラおよびインフ

ラ対インフラの通信を統合し，広範な ITSサービスとア

プリケーションの利点を増大しようとするシステム）の

研究開発が活発化している．また標準化の場においても

欧州では EC mandate 453（M/453）に基づき ETSI（欧州

電気通信標準化機構：European Telecommunications Stand-

ards Institute）と CEN（欧州標準化委員会：Comité 

Européen de Normalisation）が協調 ITSに関する標準化作業

を分担することとされており，ISO においても協調 ITS

に係る標準化のため TC204/WG18が新設されている．こ

のように協調 ITSは研究開発，および標準化が急速に進

められている．協調 ITSは車対車，車対インフラ，イン

フラ対インフラといった技術分野を包含する幅広い概念

であり，その研究開発，標準化には多様な専門家が関与

することとなる． 

一般的にシステム開発では，システムの構成要素や動

作原理，構成要素間やシステムと外部との関係を視覚的

に表現したシステムアーキテクチャが広く用いられてい

る．これは多様な関係者の認識の共通化を容易とし，円

滑な意識疎通を助けるため効率的なシステム開発が可能

となる．よって上記の欧米の研究開発プロジェクトでも，

協調 ITSに関するシステムアーキテクチャをそれぞれ策

定している． 

我が国においては，1999年に ITS関係の旧五省庁（警

察庁，通商産業省（現経済産業省），運輸省（現国土交

通省），郵政省（現総務省），建設省（現国土交通省））

が「高度道路交通システム（ITS）に係るシステムアー

キテクチャ（以下，旧五省庁 SA という）」1)を策定し

て以来，研究開発を推進してきた．現在，高速道路の料

金収受を自動に行う ETC（Electronic Toll Collection System）

が 2001 年に一般利用が開始されて以来，料金割引制度

などの政策誘導もあり，3,764万台 5)が普及している．ま

た，渋滞情報等を提供する VICS（Vehicle Information and 

Communication System）についても，カーナビの普及（累

計 4,869万台 6)）に併せて普及展開し 3,255万台 7)の車載
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器が販売された．また，2011年には ITSスポットが高速

道路上を中心に全国配備され，ETC に加えてダイナミ

ックルートガイダンス，安全運転支援情報提供等の新た

なサービスが実運用を始めている． 

我が国の ITSは，これまで大きく分けてスマートウェ

イ，DSSS，ASV の各プロジェクトのなかで研究開発・

普及が推進されていきたところであるが，欧米の協調

ITS に関する研究開発，標準化などに見られるように，

システム間の情報交換を効率的に行うことが重要となっ

てきている．このため，我が国においても，今後は路車

間通信を含む概念である協調 ITSの研究開発，標準化に

向けた研究活動を組織の枠を超えて行うことが必要であ

る． 

また，欧米ではアーキテクチャを策定後においても，

社会経済，技術的な動向を踏まえ逐次改定を行い組織レ

ベル，地域レベルなどにおけるシステム開発のベースと

されてきたが，我が国では，1999年の旧五省庁 SA策定

以来，改定が行われないままとなっており，アーキテク

チャの活用方法についても課題となっている． 

そこで本研究では，我が国において効率的な協調 ITS

の研究開発，標準化を目指し，関係者の認識を共通化し，

今後，研究開発および標準化が必要な領域を明確化する

ため，協調 ITSについて，欧米や国内のプロジェクトで

考えられている機器，通信，サービスの内容を調査・比

較分析し，車両技術の高度化，無線技術の高度化など最

新技術の動向や社会経済の潮流などを踏まえ，日本が今

後中長期的に目指すべき ITSサービスについてシステム

アーキテクチャを検討した． 

これをもとに，サービスの実現状況，研究開発状況を

整理し，道路インフラ側として研究開発に取り組むべき

サービスを抽出した．さらに，この実現のために目指す

べきシステム像，必要な要素技術，取り組みの枠組みや

留意すべき点について考察する． 

 
2. 協調 ITS に関する国内外の研究開発に関する

調査 

(1)システムアーキテクチャ 

システムアーキテクチャとは，ITS 技術・サービスに

ついてサービス範囲・主体・内容・システム構成等によ

り体系的に整理したもので，サービス定義，論理的アー

キテクチャ，物理的アーキテクチャなどで構成されてい

る．システムアーキテクチャを定めて ITSを実展開する

ことにより，以下の事柄を確実に実施できると言われて

いる 2) ． 

 論理的な方法で計画する 

 他のシステムと整合する 

 求められるパフォーマンスレベルに対応する 

 求められた通りの動作をする 

 マネジメントが容易になる 

 維持管理が容易になる 

 拡張が容易になる 

 ユーザニーズを満たすことができる 

また，システムアーキテクチャを定めることは，具体

的に以下の点で有用である． 

 システム構成間のインターフェースが標準化され

ているため，サービスや機器についてオープンな

市場となる 

 これにより，製品やサービスの価格を下げるなど，

生産・販売において「規模の経済」が働くことと

なる 

 エンドユーザ向けに「情報の一貫性」を確かなも

のとする 

 互換性を保証することで ITSの投資を促進する 

 異なったメーカの製品間での「相互運用性」を保

証する 

 特定の技術に依存しないものとなり，新しい技術

を容易に組み込むことができる 

 ITS の目的や役割について「共通の理解」となる

基盤となる 

システムアーキテクチャは，公共団体，交通輸送事業

者，開発メーカ，エンドユーザなどそれぞれの目的やリ

クワイアメントを把握するためにシステマチックな方法

を提供することができる．これにより，様々な主体間の

しっかりした議論に役立ち，意思決定を支援できる． 

 

(2)海外のシステムアーキテクチャ 

a)米国のシステムアーキテクチャ 

2012年 1月にナショナル ITSアーキテクチャ（以下，

NA という．）の第 7.0 版が発行されるなど，現在でも

NAを更新し活用されている． 

米国では特定の州や都市，地方部の ITSに関するフレ

ームワークを定義するため地域 ITSアーキテクチャが策

定されているが，この地域 ITSアーキテクチャの策定に

NA が使用されている．NA は地域のニーズに適用でき

るよう，想定されるあらゆる要素を含み，その中から必

要な要素を選択することで容易に地域 ITSアーキテクチ

ャを構築できるようにされている．そのためにも 1996

年に NA の第 1.0 版が発行されて以来，継続的な改訂が

重ねられ，2012年 1月には第 7.0版が発行されている．

NA は改訂の都度，その時点における最新の技術やサー

ビスが反映されており，関係者の選択肢を常に広く保っ

ている．例えば第 7.0版では，Connected Vehicleとの整合

性を確保するための修正が加えられていたり，VMT 課

金（vehicle miles traveled）サービスがサポートされている．

このように頻繁な改訂がなされている背景の一つとして，

米国では連邦運輸省（U.S. DOT）が一元的にアーキテク
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チャを管理しており，改訂の手続きが容易であるという

ことが考えられる． 

また，米国では NA を利用するためのツールとして

Turbo Architecture というソフトウェアが提供されている．

これは交通計画の立案者やシステムインテグレータが

NA を用いて地域 ITS アーキテクチャや，プロジェクト

で利用するアーキテクチャを開発するために利用される．

Turbo ArchitectureもNAの改訂に併せてバージョンアップ

がなされており，現在は Turbo Architecture Ver 7.0が開発

中である．また，NAの全てを PDFドキュメントとして

配布したり，NA で利用されているデータをデータベー

ス化するとともに，ドキュメントやデータベースをウェ

ブサイトで公開し，利用者に豊富な情報を提供している． 

b)欧州のシステムアーキテクチャ 

 欧州では，欧州委員会(EC：European Commission)出資

によるプロジェクトによりフレームワークアーキテクチ

ャが開発され，同じく EC 出資によるプロジェクトによ

り現在もメンテナンスされている．国家レベルのアーキ

テクチャや国家をまたがった地域アーキテクチャ，欧州

横断的な商業ベースの ITSアーキテクチャなどを策定す

る際に共通的に基礎とすべきアーキテクチャを策定する

ことで，相互運用性を確保する基礎とする狙いがある． 

欧州ではKAREN （Keystone Architecture Required for Eu-

ropean Networks）プロジェクトが EC による出資で 1998

年 4月から開始し，2000年に欧州における ITSの配備に

関するフレームワークアーキテクチャ Ver1.0が策定され

ている．さらに 2001 年からは後継の FRAME プロジェ

クトが発足し，現在も EC 出資による E-FRAME プロジ

ェクト（2008 年～2011 年）によりフレームワークアー

キテクチャが継続的にメンテナンスされている．2008

年に EC が発表した ITS アクションプランにおいても，

アクションプランに対応する際にはアーキテクチャの使

用を要求している．E-FRAME プロジェクトでは，協調

ITS 向けに拡張を行った Ver4.1 が最新バージョンである．

これには COOPERS，CVIS，SAFESPOT で開発されたサ

ービスやアプリケーションが含まれている．このように

頻繁な改訂がなされている背景の一つとして，欧州では

上記の E-FRAME のほか FRAME-S などアーキテクチャ

の管理のためのプロジェクトが設置されており，改訂を

前提とした体制が構築されているということが考えられ

る． 

また，フレームワークアーキテクチャの成果物は膨大

にのぼるため，これらを HTML ブラウザを活用してわ

かりやすく閲覧するためBrowsing Toolが提供されている．

また，フレームワークアーキテクチャの全体から一部を

切り出してサブセットのアーキテクチャを構築するため，

Selection Toolが提供されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 米国NAでのサブシステム構成 3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 フレームワークアーキテクチャと他のアーキテクチャの

関連 4) 

 

 

(3)我が国のシステムアーキテクチャ 

a) 規定内容 

日本では 1980年代より，ITSに関する要素技術の研究

開発が官・民で個々に進められていたが，ITS はインフ

ラ技術，通信技術，車両技術等，様々な分野が関連し，

関係主体が多岐にわたることから，1995年 2月に高度情

報通信社会推進本部（本部長：内閣総理大臣）が決定し

た「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」を受けて，

関係五省庁が 1995 年 8 月に「道路・交通・車両分野に

おける情報化実施指針」を策定し，ITS の基本的な枠組

みとして 9つの開発分野を設定した．その後，関係五省

庁により，20 の利用者サービスを具体化し，「高度道

路交通システム(ITS)推進に関する全体構想」が 1996 年

７月に策定された．これを受け 1999 年 11 月，当時の

ITS関連五省庁により「高度道路交通システム（ITS）に

係るシステムアーキテクチャ」として公表された． 

旧五省庁 SA では，9 つの開発分野を定義し，その中

に 21 の利用者サービスと，56 の個別利用者サービス，

172 のサブサービスを定義している．サブサービスは，

利用者，利用者の利用場面，扱う情報の内容といった視

点から，利用者が必要とする情報の収集から利用までの

一連の流れを，サービス提供の場面毎に細分化したもの

である．ここでは，利用者とシステムの間で受発信され
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る情報や，システムの内部で行われる処理を抽出するこ

とを目的として，サブサービスが目的とする「ねらい」，

および機能と機能が扱う情報を概観できる「内容」を記

述している． 

b) アーキテクチャの構成 

旧五省庁 SA では，論理アーキテクチャと物理アーキ

テクチャを構築している． 

論理アーキテクチャとは，サブサービスを実現するた

めに，利用者とシステムとの間でやりとりされる情報，

およびシステムが行う処理を明確化し，各処理において

扱われる情報と機能を抽出し，これらの関係性をモデル

化したものである．論理アーキテクチャには「情報モデ

ル」と「制御モデル」があり，情報モデルでは ITSシス

テムが扱う各情報の関係性を体系的にモデル化したもの

で，制御モデルは，サブサービス実現のために必要な機

能と情報の関係性をモデル化したものである． 

物理アーキテクチャとは，論理アーキテクチャで抽出し

た機能と，この機能が扱う情報の組み合わせを，それぞ

れ車両，路側，センタに配置したモデルである．物理ア

ーキテクチャでは図-3 に示す相互接続図を示しており，

ここの中で通信技術，および最上位システムが保持すべ

き機能が明示されている． 

 

(4)我が国でのシステムアーキテクチャ活用上の課題 

米国のNAや欧州のフレームワークアーキテクチャの

活用を踏まえ，日本における旧五省庁 SAの活用上の課

題について整理する． 

a) メンテナンス状況 

米国の NAも欧州のフレームワークアーキテクチャも，

技術やサービスの進展に合せて策定後に継続的に改訂が

なされている．その間にプローブ情報収集や協調 ITSの

新たなサービスの出現や，携帯電話の広範囲な利用など

新たな技術動向があったものの，旧五省庁 SAにはこれ

らの動向は含まれていない．また，旧五省庁 SAは 1999

年 11月に完成して以来改訂が行われていない．NPO法

人青森 ITSクラブによる「青森版 ITSアーキテクチャ」

の構築や，旧 JSK（財団法人 自動車走行電子技術協会，

現在は JARIに統合）におけるプローブ情報システムの

設計においても，寒冷地におけるサービスやプローブ情

報の収集などは旧五省庁 SAに含まれていなかったこと

から，同様の手法により新たなサービスのアーキテクチ

ャを一から構築している．一方欧米では予め最新のサー

ビスや技術を継続的にアーキテクチャに取り込んでいる

ため，設計においては既に取り込まれている要素を選択

してゆくことで，容易にアーキテクチャを構築すること

ができるようになっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 旧五省庁SAでのサブシステム相互接続図 1) 

 

 

b）ツール 

米国において NAを基礎としたアーキテクチャの構築

には Turbo Architecture が利用され，欧州ではフレームワ

ークアーキテクチャを基礎として Browsing Tool や

Selection Tool によりアーキテクチャが構築されている．

一方，日本においては同様の専用のツールは存在せず，

旧五省庁 SA を用いたアーキテクチャの構築にはまず旧

五省庁 SA について習熟する必要があるなど，特有のノ

ウハウを要する．欧米ではツールとともにアーキテクチ

ャの要素データをデータベース化して公開しており，ア

ーキテクチャ構築の負荷を軽減している． 

c）我が国での課題 

我が国では，VICS，ETC，ITS スポット，DSSS，ASV

といった ITSの実展開は欧米よりも進んでおり，またそ

の一部は国際標準化もされてるが，必ずしもシステム間

で整合したものとはなっておらず，車両，道路，センタ

ー間の各システム間での情報共有，情報交換などを低コ

ストで効率的に行う上での課題となっている． 

従って，我が国において効率的な協調 ITSの研究開発，

標準化を目指し，関係者の認識を共通化し，今後の研究

開発および標準化が必要な領域を明確化するための新た

なアーキテクチャの検討が必要である． 

 

3.  協調ITSシステムアーキテクチャ素案の検討 

 (1)協調ITSの定義 

a)国内外での協調ITSに関する通信範囲 

国内外での協調 ITS関連の取り組みにおいて検討対象

としている通信の範囲について，「車両」，「歩行者」，

「路側装置」，「センタ」の 4つに分類して表-2に比

較整理した．基本的に○がついた主体同士は通信により

協調を行う． 
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表-1 国家レベルのアーキテクチャの比較 

名称 ITS に係るシステムアーキテク
チャ 

ナショナル ITS アーキテ
クチャ 

KAREN  
FRAME 

国・地域 日本 アメリカ 欧州 
アー
キテ
クチ
ャの
運用 

策定主体 ITS 関連旧五省庁（現四省
庁） 
（警察庁，通商産業省（現経済産業

省），運輸省（現国土交通省），郵

政省（現総務省），建設省（現国土

交通省）） 

US.DOT KARENプロジェクト 
FRAME-Sプロジェクト 
（欧州フレームワークプログラム） 

策定年次 1999年 11月 1996年 7月（初版） 
2012年 1月（第 7.0版） 

2000年 
2011年 9月（第 4.1版） 

発行されて
いる文書 

「高度道路交通システム（ITS）
に係るシステムアーキテクチ
ャ」（公表は VERTIS，現 ITS-
Japan） 

・ユーザーサービス 
・要旨 
・アーキテクチャ定義 
・評価手法 
・実装戦略 
・標準化 
・セキュリティ 
・地域 ITS アーキテクチ
ャ指針 

・ITSシステム開発 

・概要 
・ユーザーニーズ 
・ITSモデル 
・機能検討 
・論理検討 
・通信検討 
・実装アプローチ・シナリオ 
・費用・効果試算 
・ITS実装リスク評価 
・標準化フレームワーク 
・FRAME-S Guide to Configuration Manage-

ment and ITS Architecture Documentation 
位置づけ ITS 個別システムの基本設計に

関わるリファレンスアーキテク
チャ 

行政通達 各国の計画への適応 

規定
内容 

規定されて
いるサービ

ス 

・9つの開発分野 
・21の利用者サービス 
・56の個別利用者サービス 
・172のサブサービス 

・8つのサービス分野 
・33のユーザーサービス 

・9つのサービス分野 
・32のユーザーサービス 

アーキテク
チャの構成 

・論理アーキテクチャ（情報モ
デル，制御モデル） 

・物理アーキテクチャ 

・論理アーキテクチャ 
・物理アーキテクチャ 

・機能アーキテクチャ 
・物理アーキテクチャ 
・通信アーキテクチャ 

アーキテク
チャの規定

方法 

クラス図の記法による記載 ・論理アーキテクチャ：
データフロー図 

・物理アーキテクチャ：
独自記法 

・独自記法（主体の整理，サブシステ
ム，データの流れ等のモデル化） 

 
米国では，車両と路側装置（センサを除く），センタ

を検討範囲としている．路側装置は主に情報提供に用い

ることを想定している．欧州では，取り組みにより詳細

は異なるが，全ての取り組みで車両と路側装置，センタ

が検討範囲となっている．また，路側装置については取

り組みにより用途が異なっており，情報提供や表示をメ

インとして用いる取り組みと，センサをメインとして用

いる取り組みがある．日本でも官の取り組みについては

欧州と同様に車両と路側装置，センタが検討範囲となっ

ている．一方，民間のテレマティクスサービスでは，車

両とセンタが検討範囲となっている． 

 

b)国内外での協調ITSに関するサービス範囲 

国内外での協調 ITS関連の取り組みにおいて対象とし

ているサービスの範囲について表-3 に整理した．それ

ぞれの取り組みで対象とするサービス範囲を「安全」，

「円滑」，「快適」，「環境」の 4分野に分類・比較し

た．米国では，安全や円滑に関するサービスを対象とし

ている．一方，欧州では各取り組みで対象とする分野が

異なっており，安全については SAFESPOT，環境につい

ては eCoMove，円滑や快適については CVIS や EasyWay

が主に対象としている．DRIVE C2X は SAFESPOT や

CVIS の実地試験のためのプロジェクトであるため，安

全・円滑・快適分野を対象としている．  

また，日本では，ASV・DSSS，スマートウェイ，民

間のテレマティクスサービスが全ての分野に対応してい

る． 

 

表-2 国内外での協調 ITSに関する通信範囲 

  

 

 

 

 

 

歩行者

ECU 携帯 無線 表示 広域無線

とのIF 端末 装置 装置 基地局

米国 Connected Vehicle ○ ○ ○ ○

CVIS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
SAFESPOT ○ ○ ○ ○ ○ ○
DRIVE C2X ○ ○ ○ ○ ○ ○
EasyWay ○ ○ ○ ○ ○
eCoMove ○ ○ ○ ○

ASV・DSSS ○ ○ ○ ○ ○

スマートウェイ ○ ○ ○ ○ ○

民間テ レ マ テ ィ クス
サービス

○ ○ ○ ○

車両 路側 センタ

車載器 センサ センタ

欧州

日本

プロジェクト
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表-3 国内外での協調 ITSに関するサービス範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c)協調ITSの定義設定 

ISO における協調 ITS の用語定義および国内外での協

調 ITSに関する検討範囲およびを踏まえて，協調 ITS関

連プロジェクトが対象とする範囲を「通信範囲」と「サ

ービス範囲」の観点から整理し，本検討における協調

ITSの定義を以下のように設定した． 

【通信範囲の観点】 

 以下の機器の間で通信を行うサービスは協調 ITS
のサービスとして扱うものとする． 
 車両：車載器 

 歩行者：携帯端末 

 路側：無線装置，表示装置，センサ 

 センタ：センタ 

 単一の機器内で完結するサービスは即ちスタンド

アロンシステムの範囲であることから協調 ITS の

サービスに含まないものとする． 

【サービス内容の観点】 

 サービスの目的が，「安全」，「円滑」，「快

適」，「環境」のいずれかを目的とするサービス

は協調 ITSの範囲に含むものとする． 
 

(2) 協調ITSサービスの検討 

a)サービスの検討 

協調 ITS サービスの検討フローを図-4 に示す．国内

外での(A)協調 ITS 関連の取り組み（スマートウェイ，

ASV，DSSS，米国の Connected Vehicle，欧州の CVIS，

SAFESPOT 等）から抽出した 70 の協調 ITS サービスお

よび，(B)近年の我が国における社会経済の変化や，ス

マートフォンを代表する技術の進歩により想定される

65の協調 ITSサービスを抽出した上で，旧五省庁 SAの

サブサービスで実現可能な 67サービスと，旧五省庁 SA 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 協調 ITSサービスの検討フロー 

 

 

では検討されていなかった 37 サービス（以下，「新た

な協調サービス」という．）に整理・分類した． 

さらに，上記(A)(B)に該当しない旧五省庁 SA のサブ

サービスのうち協調 ITS の定義に当てはまる 38 サービ

スを加えて，合計 142の協調 ITSサービスとして整理し

た． 

次に，37 の新たな協調サービスについては，旧五省

庁 SAと同様に，サービス詳細定義を検討した． 

b)サービスの体系化 

欧米プロジェクトにおけるサービス体系では，サービ

スの目的または手段により区分する場合が大半であるこ

とを参考にし，142 の協調 ITS サービスについて，サー

ビスの目的（安全運転の支援，交通流の円滑化，環境の

改善，快適性の向上）とサービスの手段（緊急時対応，

事業者支援）により大別し，サービス体系を図-5 の通

り作成した． 

 

(4)論理モデル・物理モデルの作成 

旧五省庁 SA をベースに，本研究で検討した協調 ITS

サービスに対応する論理アーキテクチャ（情報モデル，

制御モデル）及び物理アーキテクチャを作成した．作成

には，一般的に利用され多くの作成支援ツールが開発さ

れているUML2.0を用いた． 

図-6～図-8 に，特殊車両管理を例として情報モデル

図，制御モデル図，物理モデル図を示す． 

 

 

 

 

安全：交通事故削減などの道路上の安全性向上を図るサー
ビス 

円滑：所要時間の短縮、渋滞削減など交通の効率化を図る
サービス 

快適：利用者の満足度の向上を図るサービス 
環境：排出ガス、CO2 排出量などの削減により環境改善を

図るサービス 

A：国内外の協調ITSに関する取組み
から抽出したサービス（70）

Aのうち旧五
省庁SAでは
記述がないor
不十分（21）

B：最新のITS動向・社会情勢の変
化を踏まえた協調ITSサービス（65）

Bのうち旧五省
庁SAのサブ

サービスで実
現可能（48）

Bのうち旧五省
庁SAでは記述
がないor不十
分（17）

A,Bに該当しない旧五省庁SAのサブ
サービスのうち協調ITSの定義に該当
するサービス（38）

A,Bのうち旧五省庁SAのサブサービス
で実現可能なサービス（67）

新たな協調ITSサービス（37）

（カッコ）内は抽出したサービス数

重複除く

重複除く

本研究で検討した協調ITSサービス(142)
サービス詳細定義を検討

旧五省庁SAでの
実現可否旧五省庁

SAで実現
可能

旧五省庁
SAで記述
がないor
不十分

旧五省庁SAでの
実現可否旧五省庁

SAで実現
可能

旧五省庁
SAで記述
がないor
不十分

Aのうち旧五省
庁SAのサブ

サービスで実
現可能（49）

安全 円滑 快適 環境

米国 Connected Vehicle ○ ○ ○

CVIS ○ ○ ○

SAFESPOT ○

DRIVE C2X ○ ○ ○

EasyWay ○ ○ ○

eCoMove ○

ASV・DSSS ○ ○ ○ ○

スマートウェイ ○ ○ ○ ○

民 間 テ レ マ ティ クス
サービス

○ ○ ○ ○

日本

プロジェクト

欧州
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＊ハッチの番号は「新たな協調ITSサービス」 

図-5 協調 ITSサービスの検討結果 

続き↘ 続き↘

50  交差点信号制御 97  地図更新

1  気象情報の提供 51  幹線道路信号制御 98  充電料金課金

2  路面状況情報の提供 52  地域信号制御 99  EV/PHVカーシェアリング

3  道路構造情報等の提供 53  車線対応制御 100  メンテナンス情報の提供

4  前後方向の障害等情報の提供 54  交通管理ニーズに基づく経路誘導 101  充電施設案内

5  対向車情報の提供 55  車種別車線誘導 102  充電状態情報の提供

6  市街地交差点での情報の提供 56  HOVレーンの導入  

7  高速道路の周辺車両情報の提供

8  踏切に関する情報の提供 103  異常気象・災害情報の収集

9  交通信号機等に関する情報の提供 57  省燃費ルートの案内・ナビ 104  通行規制の判断支援

10  道路構造等の危険警告 58  アイドリングストップ支援 105  通行規制解除の判断支援

11  前後方向の車両の危険警告 59  エコドライブ評価 106  災害発生時の状況把握支援

12  歩行者、障害物の危険警告 60  EVの蓄電池を活用した電力消費量の最適化 107  復興時の道路交通情報の提供

13  車線変更の危険警告 108  避難場所の案内情報の提供

14  車線逸脱警告 109  緊急時における自動通報

15  交差点危険警告 61  目的施設等の詳細情報の事前提供、予約 110  高齢者等の現在位置の自動提供

16  分合流部の危険警告 62  身障者、高齢者、幼児等が利用可能な目的施設情報の事前提供 111  災害、事故時の通報

17  周辺車両に対する危険警告 63  目的施設等の詳細情報の提供、予約 112  事故発生時の周辺車両への発信

18  前後方向の車両の危険性に対する運転補助 64  身障者、高齢者、幼児等が利用可能な目的施設情報の提供 113  緊急車両の最適経路による誘導

19  車両等との連携による歩行者等の安全確保 65  特定の地点の気象情報の提供 114  緊急車両を優先誘導するための信号管理

20  車間距離保持および定速走行の運転補助 66  サービスエリア等での目的施設等の詳細情報の提供、予約 115  一般車両への緊急車両接近の通報

21  緊急一斉停止の運転補助 67  サービスエリア等での身障者、高齢者、幼児等が利用可能な目的施設

情報の提供
116  緊急車両の運行管理

22  車線変更時の運転補助 68  サービスエリア等での特定の地点の気象情報の提供 117  災害時の復旧・救援車両の走行支援

23  交差点での運転補助 69  有料道路での自動料金収受 118  自動車関連犯罪多発箇所情報の提供

24  自動車専用道路等の自動運転 70  二輪車の自動料金収受 119  車両状態の通知

25  渋滞時自動運転 71  身障者の有料道路料金収受 120  災害時の車両誘導

26  青信号時間の延長、待ち時間情報、信号灯色情報の提供 72  駐車場の自動料金収受 121  災害時の信号システムへのEV蓄電池の活用

27  歩行者等への自動車接近時の警告 73  路上パーキングの自動料金収受 122  道の駅・SA/PAの活用

28  踏切における列車接近情報の提供 74  フェリー、カートレインの自動料金収受 123  緊急通報

29  制限速度情報の提供 75  出発前における公共交通機関情報の提供 124  クルマを活用した通信路の二重化

30  追越し禁止や車線変更禁止情報の提供 76  移動中における公共交通機関情報の提供 125  帰宅困難者の帰宅支援サービス

31  単路における二輪車の存在の警告 77  公共交通機関内における他の交通機関情報の提供

32  交差点における二輪車の存在の警告 78  公共交通機関の事故、遅れ等の情報の提供

33  速度超過の警告 79  デマンドバスの利用支援 126  走行可能経路情報の提供

34  追越し禁止や車線変更禁止の警告 80  道路交通情報等の提供 127  危険物輸送車両の走行把握

35  道路工事情報の提供 81  公共交通の運行状況情報の提供 128  通行規制及び解除情報の提供

36  生活道路への車流入・速度抑制 82  高速バス利用者情報の提供 129  迂回路情報の提供

83  現在位置および施設位置情報の提供 130  道路交通情報等の提供

37  最適経路情報の提供 84  目的地までの経路情報の提供 131  運行状況情報の提供

38  道路交通情報の提供 85  目的地までの経路誘導 132  緊急事態発生情報の提供

39  渋滞時の所要時間情報等の提供 86  車椅子利用者への経路誘導 133  貨物輸送情報の提供

40  選択した経路への確実な誘導 87  歩行者等に対する車両速度の抑制 134  他機関の運行状況情報等の提供

41  移動車両間の経路情報の交換 88  移動中の高度情報通信社会の流通情報の利用 135  トラックの連続自動運転実施

42  他機関の運行状況情報の提供 89  移動中の情報ネットワークアクセス 136  専用レーンでのトラックの連続自動運転実施

43  駐車場情報の提供 90  移動中の車内バンキングサービスの利用 137  輸送システム評価

44  駐車場の予約 91  歩行者等の観光周遊ルート情報の利用 138  特殊車両管理

45  トラブル遭遇時の公共交通機関への乗り継ぎ情報の提供 92  盗難車両等の発見・回収の支援 139  プローブを用いた道路管理

46  最適経路情報の事前提供 93  車両内での自動車保険決済 140  プローブを用いた交通管理

47  道路交通情報の事前提供 94  駐車場の空きマスへの案内 141  効率的でシームレスな国際物流システム

48  駐車場情報の事前提供 95  PCや携帯端末と車載器との連携 142  走行距離に応じた道路課金

49  駐車場の事前予約 96  エンターテイメントコンテンツダウンロード

続く↗ 続く↗

交通流の円滑化

安全運転の支援

環境の改善

快適性の向上

緊急時対応

事業者支援
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図-6 情報モデル図の例（特殊車両管理） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 制御モデル図の例（特殊車両管理） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 物理モデル図の例（特殊車両管理） 

  
 

4. 今後の中長期的な研究課題 

協調 ITSサービスについて，日本国内での実現状況・

研究開発状況に照らし合わせて分類し，中長期的な研究

課題を抽出・整理した． 

 本研究で検討した 142の協調 ITSサービスを図-9に示

すフローで分類した． 

まず，日本国内の官民の ITS関連プロジェクトにおい

て，サービス定義文の内容全てが実現（同一サービスが

実現）している 90 サービスを「①実現済みのサービス」

と分類した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 研究課題の検討フロー 

 

次に，サービス定義文の内容の一部が実現（類似サー

ビスが実現）している 28 サービスを「②仕組みの改善

が必要なサービス」とし，類似サービスも実現していな

い 24 サービスは「③研究開発が必要なサービス」とし

て分類した． 

次に，レガシーシステムとのやりとりの要不要につい

て着目して分類した．レガシーシステムとは例えば，

VICS，クレジットカードシステム，気象情報提供シス

テム，救急車管理システム等といった国内で既に運用し

ているシステムをいう．その結果，「②-1仕組みの改善

が必要でレガシーシステムとの I/F は不要なサービス」

は４，「②-2仕組みの改善が必要かつレガシーシステム

との I/F検討が必要なサービス」は 24，「③-1研究開発

が必要でレガシーシステムとの I/F は不要なサービス」

は 12，「③-2 研究開発が必要かつレガシーシステムと

の I/F検討が必要なサービス」は 12，と分類することが

できた． 

 さらに，仕組みの改善または研究開発が必要と分類し

たサービス（②，③）について，図-10，図-11 の通り

前述の制御モデル図を分析することで，「仕組みの改善

が必要な機能」，「研究開発が必要な機能」および「検

討が必要なレガシーシステムとのインターフェース」を

特定し，今後の研究課題を表-4のとおり抽出した． 

 

 

 

１）同一サービス
が実現しているか？

２）類似
サービスが実現

しているか？

３）レガシーシス
テムとのやりとりが

必要か？

３）レガシーシス
テムとのやりとりが

必要か？

②-2仕組みの
改善が必要、か
つレガシーシス
テムとのI/F検
討が必要な
サービス（24）

①実現済
みのサー
ビス（90）

②-1仕組みの
改善が必要、
レガシーシス
テムとのI/Fは
不要なサービ
ス（4）

③-1研究開発
が必要、レガ
シーシステムと
のI/Fは不要な
サービス（12）

③-2研究開発
が必要、かつ
レガシーシス
テムとのI/F検
討が必要な
サービス（12）

同一サービスは
実現している

同一サービスは
実現していない

類似のサービスも
実現していない

類似のサービスは
実現している

レガシーシステムと
やりとり必要

レガシーシステムと
やりとり必要

レガシーシステムと
やりとり不要

レガシーシステムと
やりとり不要

②仕組みの改善が
必要なサービス（28）

③研究開発が必要
なサービス（24）

協調ITSサービス（142）

改善が必要な機能の特定

検討すべきレガシーシステムとのI/Fの特定

研究開発が必要な機能の特定

制御モデル図

（カッコ）内は抽出したサービス数
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図-10 仕組みの改善が必要な機能・検討すべきレガシーシステ

ムとの I/Fの例（緊急時対応 117.災害時の普及・救援車

両の走行支援） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 研究開発が必要な機能の例（事業者支援 138.特殊車両

管理） 

 

  

 

表-4 中長期で新たに提供を目指す協調 ITSのサービス内容と研究課題  (1/2) 

 

 

   

大項目 緊急時対応

サービス名 117.災害時の復旧・救援車両の走行支援

サービス定義 災害時の迅速かつ的確な復旧・救援活動を支援するため、復旧・救援車両の位置情報、道
路の通行可否に係わる情報をリアルタイムに収集し、被害状況や復旧・救援車両の現在位
置に応じて適切な経路情報の提供を行う。

制御モデル図

仕組みの改善
が必要な機能

本サービスについては、既にVICSにおける交通規制情報提供システムとして類似のサービ
スが実現しているため、これらサービスを実現している機能に加えて、上記の制御モデルにお
ける「C-道路交通情報提供」に相当する機能を付与するという仕組みの改善が必要である。

検討が必要な
レガ シ ーシス
テムとのインタ
フェース

上記の制御モデルにおいて、「C-道路交通情報収集」は既にVICSとして実現されているた
め、上記の制御モデル図に記載した当該のレガシーシステムとのインタフェースを検討するこ
とが重要である。

大項目 事業者支援

サービス名 138.特殊車両管理

サービス定義 危険物等を積載した特殊車両の運行状況をリアルタイムに把握することで、申請外の経路を
走行する違反車両等を抑制し、特殊車両の管理業務を効率化する。

制御モデル図

研究開発が必
要な機能

本サービスについては、既に実現している類似のサービスが存在しないため、上記の制御モ
デルにおける全ての機能に渡り研究開発が必要である。

②-1仕組みの改善が必要でレガシーシステムとのI/Fは不要

no. 大項目 サービス名 サービス定義
仕組み改善のために
付与すべき機能

検討が必要なレガシーシステムとのI/F
※下線部がレガシーシステム

7
安全運転
の支援

高速道路の周辺
車両情報の提供

高速道路におけるドライバーの安全運転を支援するため、周辺車両等の情報を車載機や情報提供装置によりリアルタイムに
入手可能とする。

C-高速道路での周辺
車両情報の提供

－

36 〃
生活道路への車
流入・速度抑制

生活道路における流入車両に起因する事故を防止するため、情報管理者から生活道路の箇所や範囲、迂回路などの情報を
収集。また、車載センサにより車両の位置を把握し、生活道路内を走行している場合は、車載機等により速度抑制を促すととも
に、ドライバが迂回路の情報を入手可能とする。

C-生活道路に関する
情報の収集

－

131
事業者支
援

運行状況情報の
提供

トラックの輸送事業者の運行管理の効率化を支援するため、運行中のトラックの位置情報、旅行速度等の運行状況に関する情
報を収集し、必要に応じ適切に輸送事業者に提供する。

C-運行状況情報の提
供

－

137 〃
輸送システム評
価

物流車両から走行履歴や挙動履歴を収集・蓄積し、分析することで、輸送システム全体でのコストや環境負荷状況等を評価し、
輸送システムの改善・効率化する。

C-輸送効率評価 －

②-2仕組みの改善が必要かつレガシーシステムとのI/F検討が必要

no. 大項目 サービス名 サービス定義
仕組み改善のために
付与すべき機能

検討が必要なレガシーシステムとのI/F
※下線部がレガシーシステム

8
安全運転
の支援

踏切に関する情
報の提供

踏切横断に関する安全を確保するため、踏切の存在や踏切への列車接近情報等を車載機や情報提供装置によりリアルタイム
に提供する。

C-踏切情報の収集
（列車接近情報）

「列車運行情報管理者」（列車運行管理システム）か
ら踏切情報の収集を行うI/F

19
安全運転
の支援

車両等との連携
による歩行者等
の安全確保

歩行者、障害物との衝突事故を防止するため、道路および車両の各種センサにより進路前方を監視し、危険と判断した場合に
は、ブレーキ操作等の車両制御を行う。

C-前方障害物回避
C-歩行者、障害物情
報の危険警告

「C-歩行者、障害物情報の収集」（歩行者横断情報提
供システム、VICS）が「C-前方障害物回避」に位置、
速度等の情報提供を行うI/F
「C-歩行者、障害物情報の収集」（歩行者横断情報提
供システム、VICS）が「C-歩行者、障害物情報の危険
警告」に位置、速度等の情報提供を行うI/F

21 〃
緊急一斉停止の
運転補助

多重事故を防止するため、災害や交通事故が発生したとき、一定区間内の後続車両に一斉に事故発生情報を発信し、危険な
場合には、ドライバーに注意を喚起するとともに緊急停止を行う。

C-事故発生時の運転
補助

「C-事故情報の収集」（VICS）が「C-事故発生時の運
転補助」に位置、速度等の情報提供を行うI/F

23 〃
交差点での運転
補助

交差点での車両同士の衝突事故、歩行者・自転車の巻き込み事故を防止するため、道路および車両の各種センサにより車
両・歩行者・自転車等の位置、速度、挙動に関する情報を収集し、接触の危険が高いと判断した場合には、ブレーキ、ハンドル
操作等の制御を行う。

C-交差点での運転補
助

「C-交差点危険警告」（DSSS）がドライバに通知警告
を行うI/F

26 〃

青信号時間の延
長、待ち時間情
報、信号灯色情
報の提供

高齢者・障害者等の交通弱者をはじめ歩行者等が安心して利用できる安全で快適な道路環境の形成を図るため、待ち時間情
報を提供するとともに、交差点内の歩行者を検知したり、歩行者からの要求に応じて、歩行者用青時間の延長、信号灯色情報
の提供等を行う。

C-歩行者信号青時間
延長要求

「C-歩行者検知」（歩行者横断状況提供システム）が
「C-歩行者信号青時間延長要求」に横断状況等の情
報を提供するI/F

27 〃
歩行者等への自
動車接近時の警
告

細街路や見通しの悪い交差点を移動中の歩行者等の安全を確保するため、車両が一定以上に接近した場合、歩行者等が危
険情報を入手することを可能とする。

C-歩行者車両接近警
告

「C-歩行者検知」（歩行者横断状況提供システム）が
「C-歩行者車両接近警告」に位置情報を提供するI/F

30 〃
追越し禁止や車
線変更禁止情報
の提供

単路を走行中の車両の追越しや進路変更に起因する事故を防止するため、情報管理者から道路の進路変更禁止区間や追越
しや追越しのためのはみ出し禁止区間の情報を収集し、運転中のドライバが当該道路の進路変更や追越し禁止の情報を車載
機や情報提供装置により入手可能とする。

C-追越し・車線変更
禁止情報の提供

「情報管理者」（VICS）から「追い越し・進路変更禁止
区間」を検知収集するI/F

34 〃
追越し禁止や車
線変更禁止の警
告

単路を走行中の車両の追越しや進路変更に起因する事故を防止するため、情報管理者から道路の進路変更禁止区間や追越
しや追越しのためのはみ出し禁止区間の情報を収集。また、車載センサにより車両の走行位置や白線を検知し、無理な追越し
や進路変更の可能性がある場合は、車載機等によりドライバに警告する。

C-追越し・車線変更
禁止警告

「情報管理者」（VICS）から「追い越し・進路変更禁止
区間」を検知収集するI/F

44
交通流の
円滑化

駐車場の予約
目的地に駐車しようとする移動中のドライバーの利便性の向上を図るため、車内において、オンデマンドに対応した情報提供装
置により駐車場の予約を行う。

C-提供
「C-予約」（駐車場予約システム）が予約情報を提供
するI/F

54 〃
交通管理ニーズ
に基づく経路誘導

各車線毎に、かつ各車両毎に、それぞれの目的地・走行上の条件等を考慮し、かつ、地域に適正に交通流を配分するため、騒
音・公害等の状況、臨時に行う交通規制等の交通管理上のニーズにより、狭域通信等を用いて当該車両にとって最適な走行
車線、直進右左折等の走行方向を指示する。

C-交通管理ニーズに
基づく経路誘導

「情報管理者」（VICS）から交通流情報、道路ネット
ワーク情報等を検知収集するI/F

73
快適性の
向上

路上パーキング
の自動料金収受

路上パーキングで、ドライバーの駐車料金支払いの利便性の向上と、管理者の収受コスト低減を図るため、無線通信を用いて
路上駐車を自動的に検知し、利用時間に応じた自動的な料金の支払いを可能とする。

C-利用状況監視
C-料金収受管理（路
上パーキング）

「C-料金徴収」（クレジットカードシステム）が「C-料金
収受管理（路上パーキング）」から駐車場利用情報を
受け取るI/F
「C-料金徴収」（クレジットカードシステム）が「C-料金
収受管理（路上パーキング）」に徴収情報を提供する
I/F

86 〃
車椅子利用者へ
の経路誘導

車椅子利用者の安全かつ円滑な移動を支援するため、携帯端末機等により、車椅子が通行可能な経路への誘導をリアルタイ
ムに行う。

「車椅子利用者」の
「情報提供」、「位置の
検知収集」、「移動路
の検知収集」

「C-歩行者利用情報検知収集」（歩行者ナビゲーショ
ンシステム）が車椅子利用者の位置、条件選択等を
検知収集する機能

87 〃
歩行者等に対す
る車両速度の抑
制

市街地内の細街路や商店街のように歩行者等と車両が混在し、交錯しやすい空間では、ドライバーの不注意や速度超過によ
る歩行者等への接触事故が多発しており、このような場所を走行する自動車については特に速度の抑制が必要となっている。

C-歩行者接近車両制
御

「C-歩行者車両接近警告」（歩行者ナビゲーションシ
ステム）がドライバに通知警告するI/F

93 〃
車両内での自動
車保険決済

自動車保険への加入を効率化するため、車載機等に車両の諸元情報、走行履歴を登録。これら情報をもとに自動車保険会社
が保険プランを作成し、ドライバが車載機により自動車保険を購入可能とする。

C-自動車保険プラン
作成

「C-自動車保険管理」（自動車保険システム）がドライ
バから保険プラン情報を受けるI/F
金融機関（クレジットカードシステム）がドライバに保険
支払額を通知するI/F
金融機関（クレジットカードシステム）がドライバから保
険料を支払を受けるI/F

94 〃
駐車場の空きマ
スへの案内

駐車場の利用の最適化を図るため、高速道路上のSA/PA、道の駅、およびロードサイドの大規模店舗の附置義務駐車場等の
空きマス位置を各施設の管理者より収集し、ドライバが駐車場の空きマス位置を車載機や情報提供装置により入手可能とす
る。

C-駐車場の空きマス
案内情報の提供

「C-駐車場の空きマス案内情報の収集」（駐車場空き
マス管理システム）が「C-駐車場の空きマス案内情報
の生成」に情報を提供するI/F

98 〃 充電料金課金
EVユーザーの充電料金の決済を効率化や充電施設管理者の収受コストの低減を図るため、無線通信あるいは充電プラグ等
を介した有線通信により、充電料金の自動的な決済を可能とする。

C-EVの充電状況収
集
C-充電管理

「C-料金徴収」（クレジットカードシステム）が「C-充電
管理」から充電料金情報を受け取るI/F

↗続く
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表-4 中長期で新たに提供を目指す協調 ITSのサービス内容と研究課題 (2/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

↘続き

②-2仕組みの改善が必要かつレガシーシステムとのI/F検討が必要

no. 大項目 サービス名 サービス定義
仕組み改善のために
付与すべき機能

検討が必要なレガシーシステムとのI/F
※下線部がレガシーシステム

109
緊急時対
応

緊急時における
自動通報

移動中に急病、事故、犯罪等の事態に遭遇した歩行者等を速やかに救援し、その安全を確保するため、歩行者等の携帯端末
機から自動的または手動により緊急メッセージを家庭や関係機関に通報する。

C-歩行者緊急通報
（自動通報）

「警察」、「医療機関」、「消防機関」（通報システム）が
「C-歩行者緊急通報」から緊急事態情報を受け取る
I/F

113 〃
緊急車両の最適
経路による誘導

事故等の発生時に、迅速かつ的確な救助活動の実現を支援するため、渋滞や工事実施等による影響等の現在の道路交通状
況をリアルタイムに収集し、緊急車両を目的地に最適な経路で誘導する。

C-最適経路による誘
導

「C-道路交通情報収集」（VICS）が「C-最適経路によ
る誘導」に工事、規制情報等の情報提供を行うI/F

116 〃
緊急車両の運行
管理

事故等の発生時に迅速かつ的確な救助活動等を支援するため、緊急車両の位置情報等をリアルタイムに収集し、事故等の状
況や緊急車両の現在位置に応じて適切な配車を行う。

C-緊急車両の運行管
理

「C-道路交通情報収集」（VICS）が「C-緊急車両の運
行管理」に工事、規制情報等の情報提供を行うI/F

117 〃
災害時の復旧・救
援車両の走行支
援

災害時の迅速かつ的確な復旧・救援活動を支援するため、復旧・救援車両の位置情報、道路の通行可否に係わる情報をリア
ルタイムに収集し、被害状況や復旧・救援車両の現在位置に応じて適切な経路情報の提供を行う。

C-道路交通情報提供
「C-道路交通情報収集」（VICS）が「C-道路交通情報
提供」に工事、規制情報等の情報提供を行うI/F

126
事業者支
援

走行可能経路情
報の提供

通行を許可された特殊車両の臨機応変の経路選択を可能としつつ、道路構造を保全し、安全かつ円滑な道路走行環境を確保
するため、特殊車両が通行可能な経路を含むネットワークとしての情報を提供する。また、特殊車両ドライバーの適切な経路選
択を支援するため、徐行の必要性などネットワーク上の各区間の走行条件を提供する。さらに、走行履歴を必要に応じて蓄積
し、許可申請審査の参考データ等として提供する。

C-走行経路情報収集
「C-交通障害情報提供」（VICS）が特殊車両ドライバ
に情報提供を行うI/F

127 〃
危険物輸送車両
の走行把握

危険物輸送車両が事故を起こした際の通行止めなど、道路障害の早期解消を図るため、危険物輸送車両の走行を把握し、必
要な情報を蓄積するとともに、関係機関に情報を提供通報する。

C-事故・車両異常検
知

「C-事故・車両異常通報」（VICS）が「C-事故・車両異
常検知」から事故車両異常情報を受け取るI/F

136 〃
専用レーンでのト
ラックの連続自動
運転実施

輸送効率の飛躍的な向上、業務交通量の低減、輸送の安全性向上を図るため、物流拠点間等に必要に応じ専用レーンのネッ
トワークを整備し、トラックの連続自動運転を実施する。

C-専用レーンでの連
続自動運転実施

「C-交通交通情報収集」（VICS）が「C-専用レーンで
の連続自動運転実施」に道路交通情報等を提供する
I/F

142 〃
走行距離に応じ
た道路課金

道路管理者が有料道路または一般道路を走行する車両の走行距離に応じた金銭を収受するため、車両の走行距離を把握し、
走行距離に応じた金額を算出して自動的な決済を実施する。

C-走行距離に応じた
道路料金の計算
C-道路料金の決済管
理

「C-車両の走行履歴情報の検知収集」（スマートウェ
イにおける多目的情報提供等）が「C-走行距離に応じ
た道路料金の計算」に走行履歴情報を提供するI/F
「金融機関」（クレジットカードシステム）が「C-道路料
金の決済管理」から道路料金情報を受けるI/F
「金融機関」（クレジットカードシステム）がドライバに道
路料金を通知するI/F
「金融機関」（クレジットカードシステム）がドライバから
道路料金を支払うI/F

③-1研究開発が必要でレガシーシステムとのI/Fは不要

no. 大項目 サービス名 サービス定義
仕組み改善のために
付与すべき機能

検討が必要なレガシーシステムとのI/F
※下線部がレガシーシステム

17
安全運転
の支援

周辺車両に対す
る危険警告

車両異常が発生した場合の交通の安全性を確保するため、車両故障や火災、ドライバーの異常等の情報を周辺車両に提供す
る。

－ －

55
交通流の
円滑化

車種別車線誘導

車種により走行経路や車線が制限されている場合に、交通に混乱を与えず、道路周辺の住民環境を保護するために、大型車
のドライバーに対しては、中央よりの車線を走行するように狭域通信等を通じて誘導したり、一般車両の走行が規制されている
車線を走行中のドライバーを所定の走行車線に誘導する。また、制限外積載許可車両については、許可された経路を逸脱しな
いように狭域通信等を用いて走行経路を誘導する。

－ －

56 〃
HOVレーンの導
入

都市部における道路の効率的な利用を図るため、道路管理者がHOVレーンを設置し、設置箇所や区間などの情報を整備。車
載センサや路側センサにより、乗車人数を把握し、HOVレーンの走行条件を満たした車両のみ通行を許可する。

－ －

82
快適性の
向上

高速バス利用者
情報の提供

高速バスの定時性･迅速性を確保し、輸送事業者の運営の効率化を図るため、バス停でのバス利用者の有無を検知し、高速
バスのドライバーや輸送事業者に情報を提供する。

－ －

100 〃
メンテナンス情報
の提供

車両故障に起因する事故を防ぐため、定期的にCANから車両の故障状況を把握しセンタ側で管理、故障が発見された場合や
定期検査、消耗品の交換のタイミングで車載機によりドライバに通知する。

－ －

112
緊急時対
応

事故発生時の周
辺車両への発信

事故発生時の後続車両による追突事故等を防止し安全性の向上を図るため、事故車両から周辺車両に走行注意の情報を自
動的に発信する。

－ －

115 〃
一般車両への緊
急車両接近の通
報

事故等の発生時に、緊急車両の迅速な移動を支援し安全性の向上を図るため、進路前方の車両のドライバーに対し、緊急車
両の接近情報を提供する。

－ －

122 〃
道の駅・SA/PAの
活用

道の駅やSA/PAを管理する施設管理者の災害時における備蓄品に関する有効活用を図るため、道の駅やSA/PAにおける備
蓄品に関する情報を収集しておき共有する。

－ －

124 〃
クルマを活用した
通信路の二重化

災害時に既存の通信インフラが障害を受け、通信サービスが利用不可となった場合に対応するため、車両に通信インフラとし
ての機能を持たせ、他のドライバや周辺住民に通信サービスを提供する。

－ －

133
事業者支
援

貨物輸送情報の
提供

トラックの輸送事業者の的確な貨物管理を支援するとともに、貨物の集配や積み替え業務効率の向上を図るため、輸送の各行
程における貨物情報を収集し、必要に応じ、貨物の現在位置情報、集荷情報、配達情報等の情報を輸送事業者に提供する。

－ －

138 〃 特殊車両管理
危険物等を積載した特殊車両の運行状況をリアルタイムに把握することで、申請外の経路を走行する違反車両等を抑制し、特
殊車両の管理業務を効率化する。

－ －

141 〃
効率的でシームレ
スな国際物流シス
テム

効率的でシームレスな物流のため、各種交通モードを適切に活用した物流システムを構築する。 － －

③-2研究開発が必要かつレガシーシステムとのI/F検討が必要

no. 大項目 サービス名 サービス定義
仕組み改善のために
付与すべき機能

検討が必要なレガシーシステムとのI/F
※下線部がレガシーシステム

24
安全運転
の支援

自動車専用道路
等の自動運転

ドライバーの負荷を軽減し、交通事故の危険性を限りなく低減するため、自動車専用道路等において道路および車両の各種セ
ンサにより、道路構造や周辺車両の位置、走行速度、挙動等に関する情報を収集し、アクセル・ブレーキ操作などの速度制御、
ハンドル制御等を行い、自動運転を行う。

－
「C-自動車専用道路での情報収集」（VICS）が「C-自
動車専用道路での自動運転」に情報提供を行うI/F

25 〃 渋滞時自動運転
渋滞中の煩雑な運転操作を軽減し追突事故を防止するため、道路および車両の各種センサにより、道路構造や周辺車両の位
置、走行速度、挙動等に関する情報を収集し、アクセル・ブレーキ操作などの速度制御、ハンドル制御等を行い、低速走行時の
自動運転を行う。

－
「C-渋滞時の情報収集」（VICS、ASVの追突防止支
援システム）が「C-渋滞時自動運転」に情報提供を行
うI/F

28 〃
踏切における列
車接近情報の提
供

踏切を横断しようとする歩行者等の安全を確保するため、踏切への列車接近情報、踏切を横断するのに必要となる横断必要
時間、列車が踏切を通過する予想踏切通過時間等の情報を携帯端末機や情報提供装置により適切に入手可能とする。

－
「列車運行情報管理者」（列車運行管理システム）が
「C-歩行者利用情報検知収集」に予想踏切通過時間
等を提供するI/F

60
環境の改
善

EVの蓄電池を活
用した電力消費
量の最適化

電力需要･供給の最適化を図るため、車載機等にEVの充電状況を記録、住宅や施設の電力状況と充電状況を踏まえてEVの
蓄電池を有効利用する。

－
「住宅・施設」の検知収集（電力使用状況システム）が
「C-電力使用量の最適化に関する情報の収集」に電
力使用状況データを提供するI/F

104
緊急時対
応

通行規制の判断
支援

安全かつ円滑な道路走行環境が維持できない場合を適切に判断し、通行規制を迅速に実施するため、通行規制の判断となる
気象状況や災害状況等に関する情報や、迂回路設定等の判断に必要な情報を提供する。

－
「C-気象・災害・履歴情報収集」（気象情報提供システ
ム、災害情報提供システム）が「C-通行規制実施通
知」（VICS）に情報提供を行うI/F

105 〃
通行規制解除の
判断支援

通行規制時間を最小化することで安全かつ円滑な道路走行環境を効率的に提供するため、通行規制解除の判断に必要な気
象状況や災害状況等に関する情報を、関係者に迅速かつ適切に提供する。

－
「C-気象・災害・履歴情報収集」（気象情報提供システ
ム、災害情報提供システム）が「C-通行規制実施通
知」（VICS）に情報提供を行うI/F

107 〃
復興時の道路交
通情報の提供

災害復興時において、安全かつ円滑な道路走行環境を確保し、災害復興計画や物資輸送計画の立案を支援するため、災害
発生後の地域の交通状況、道路構造物の改修や都市施設の再建工事等に関する情報を統一的に蓄積し、提供を行う。

－
「C-移動路復旧情報収集」が災害履歴、工事進捗等
を情報収集するI/F

120 〃
災害時の車両誘
導

災害時に緊急交通車両の迅速化を図るため、災害時には一般車両が路側を走行するよう促す情報を車載機や情報提供装置
等によりドライバが入手可能とする。

－
「情報管理者」（災害マップ）が「C-災害時の車線規制
に関する情報の収集」から災害の位置・種類を検知
収集されるI/F

132
事業者支
援

緊急事態発生情
報の提供

トラックの輸送事業者の輸送の的確性と安全性の向上を図るため、事故、運転手の身体異常、車両異常が発生した場合、車
両から自動的もしくは手動により、異常の内容、発生位置、発生位置までの最短経路等の必要な情報を輸送事業者へ提供す
る。

－
「C-道路交通情報収集」（VICS）から「C-時間最短経
路情報提供」に道路交通情報を提供するI/F

134 〃
他機関の運行状
況情報等の提供

物流全体の輸送効率の向上を図るため、国際コンテナ船、フェリー、鉄道、航空等の運行状況等の情報を収集し、必要に応じ
適切に輸送事業者に提供する。

－
「C-他機関運行情報収集」（輸送運行計画システム）
から「C-他機関運行情報提供」に情報提供するI/F

135 〃
トラックの連続自
動運転実施

トラックの輸送事業者の輸送効率の向上による輸送コスト低減を図るため、自動走行機能等を持った複数のトラック等が適切
な車間距離を保ちながら連続走行を行う。

－
「E-先導トラック」（ASVにおけるACC）が「C-連続自動
運転実施」に速度・挙動情報を提供するI/F

139 〃
プローブを用いた
道路管理

道路管理者が一般車両から収集されるプローブデータをリアルタムに蓄積・分析することで、特定の場所で一定の挙動（落下物
を避ける挙動等）を見せる車両が多い部分を抽出することで、パトロール車両の運行の効率化を図る。

－
「C-プローブデータ収集」（スマートウェイにおけるプ
ローブ情報の収集）が「C-落下物の有無判断」にプ
ローブデータを提供するI/F
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5. 考察 

本稿では，国際的に標準化が急速に進みつつある協調

ITS について，国家レベルのアーキテクチャの内容・活

用状況について欧米との比較，国内外の研究開発プロジ

ェクト，実用化事例及びスマートフォンアプリ等の最新

の技術開発動向，我が国における社会経済情勢，防災対

応の観点からの必要性等を踏まえ，サービスの抽出・整

理を行った．また，整理結果を踏まえ，今後の中長期的

な研究課題についても抽出を行った．本項では，以上を

踏まえ，現状の課題を整理した上で，協調 ITSによる新

たな ITSサービスの提供にあたり，必要な取り組み及び

取り組みにあたっての留意すべき点等について考察を行

う． 

 

(1) 現状の課題 

 1990 年代より本格的な導入，展開が始まった我が国

の ITSサービスは，渋滞解消や二酸化炭素排出量の削減

などの社会的効果を生み出している．具体的な例として

は，1996 年に運用を開始した VICS，2001 年から一般利

用を開始した ETC が挙げられる．VICS 情報提供による

二酸化炭素排出量削減量は，年間 215万トンと試算され

ている 8)．また，ETCは既に利用率が 85%を越えており
9)，高速道路上の料金所渋滞はほぼ解消している 10)．さ

らに，広範囲の経路選択支援や危険箇所における安全運

転支援を提供する ITS スポットサービスが 2011 年 8 月

に全国展開され，約 1,600 箇所でサービス提供を行って

いる． 

 一方で，ITS に関連する自動車技術，情報通信技術の

開発・普及は，ITSの開発分野を定めた 1996年当時から

大幅に進展している．例えば，自動車の電子化・高機能

化が進み，現在では様々なセンサや制御装置が自動車に

組み込まれている．携帯電話等の加入契約件数は 1 億

2,987万件であり，人口普及率は 100％を超える 11)ととも

に，スマートフォンの普及率は約 10％とする民間調査

も存在する．クラウド技術の進展も目覚ましく，PC や

スマートフォンから自由にメールやスケジュール，映像

や写真などのコンテンツへ，インターネットでアクセス

できる環境が整いつつある．また，エコな自動車として

の EVの開発が盛んに行われており，2009年より各メー

カーが EV を市販している．環境省 12)では，EV・PHEV

販売台数は 2020年で 20～50万台，2030年で 50～100万

台程度と試算している．さらに，電力の需給バランスを

ICT を活用して双方向の送電を制御する次世代の電力網，

スマートグリッドは，既に横浜や豊田，京都，北九州で

実証実験中である 13)．実験には，EV のバッテリを住宅

で活用するV2H（Vehicle to Home）も含まれている． 

 しかしながら，交通事故，渋滞による環境影響，自然

災害，増大する道路インフラの維持管理・更新投資の拡

大等の課題は依然として大きい． 

例えば，今後我が国は長期の総人口減少過程に入り，

高齢者は 2015 年には 3,000 万人に達し，2042 年には

3,863 万人のピークを迎える 14)が，高齢者運転者による

交通事故件数も年々増加しており，2009 年には 10.5 万

件，前年比 2.7％増加している 15)．交通事故による歩行

者の死傷者数は，2009 年には 7.1 万人に上っており，う

ち，死者数は 1,717 人 16)に及ぶ．また，道路交通の渋滞

は依然として解消しておらず，2009 年度の損失時間は

年間約 50億人時間（国民 1人当たり年間約 40時間）に

のぼる 17)．環境面については，運輸部門（自動車・船舶）

の二酸化炭素排出量は 2010年度 2億 3,200万トンであり，

1990 年度比で 6.6％増加している 18)．防災面では，2011

年に発生した東日本大震災ではストック（建築物，ライ

フライン施設，等）のみで約 16 兆 9 千億円の被害損失

が発生 19)しており，今後大規模自然災害に対するインフ

ラの備えに対する新たな課題を突き付けている．しかし，

我が国の財政事情は厳しく，公債費が税収と同等の約

40 兆円となっており，税収の低下に伴い公共投資も減

少し，平成 10 年度には約 15 兆円であったが，平成 22

年度には 7兆円を下回った 20)．道路予算の総額が減少す

る中，インフラのメンテナンスコストは年間 1.4 兆円程

度で推移しており，道路予算に占めるメンテナンスコス

トの割合は約 20％にまで増加 21)している．経済面では，

我が国の実質 GDP 成長率は 2011 年には-0.73％22)であり，

今後も低水準の成長が予測され総人口減少と相まって国

内市場は縮小傾向にある．一方途上国は平均で GDP 成

長率 6～7％程度の高い成長が予測 23)されている．また，

2008年前半に 1バレル 130ドル台後半まで上昇した石油

価格は，リーマンショック後急速に下落し，その後も大

幅な上下を繰り返している 24)．日本の基幹産業である自

動車産業においては，日本での自動車の生産割合が低下

しており，2001 年は 17％，2011 年には 10％に低下 25)し

ており，世界の中で相対的に競争力が低下している． 

 

(2) サービス提供により中長期で実現を目指す社会像 

 前項で整理した現状の課題を踏まえ，協調 ITSサービ

スの提供により，中長期で実現を目指す社会像としては，

以下のようなものが考えられる． 

社会の高齢化を踏まえ，高齢者の特性を考慮した道路

交通，公共交通等の移動手段を提供し，増大する高齢者

のモビリティを確保できる社会の実現が必要である．ま

た，労働人口の減少，低水準の GDP 成長率，税収の低

下等の課題に対応すべく，道路管理業務を含めた官民に

おける様々な業務の一層の効率化の実現が必要である．

東日本大震災を教訓とした国民の意識の高まりを受け，

社会インフラをはじめとした様々な分野において防災へ

の対応強化を図ることが必要である．原子力災害を受け
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て電力供給の不透明化に対応するためにも，広域的な電

力需給の最適化が可能となる社会の実現を図ることが必

要となりつつある．さらに，スマートフォン等の情報端

末の普及を踏まえ，時や場所を選ばず個人向けのサービ

スが利用できる社会が実現する環境が生まれてきている．

国際的には，アジアや南米などの発展途上国における急

速な経済発展に伴う社会問題に対しては，我が国の技術

や経験により問題解決に寄与することが可能であり，日

本企業が国際市場の拡大をさらに進めることが考えられ

る． 

 前述の社会像の実現を目指す上では，近年および将来

的に想定される自動車技術，情報通信技術を積極的に活

用し，安全運転支援，交通流最適化，災害への対応，等

のサービスの提供が必要と考えられる．さらには日本国

内の事情のみならず，アジアなど海外諸国の社会的環境

やニーズを十分に踏まえ，国際的に調和可能なサービス

を国内で醸成し，世界各都市における道路交通の安全，

円滑，快適性の向上に日本のシステムが貢献できること

が必要と考えられる． 

 

(3) 中長期で新たに提供を目指して研究開発を進めるサ

ービス案 

 中長期で新たに提供を目指すべきサービス内容につい

ては，関係者による十分な意見交換を経て，各関係者の

リクワイアメント等を明確にしていく必要がある． 

ここでは，本研究で検討した 142の協調 ITSサービス

の中で，既存の類似サービスの仕組みの改善またはレガ

シーシステムとのインターフェースを必要とするサービ

ス，および類似サービスがなく新たに研究開発を進める

べきサービス（表-4）をもとに，中長期で新たな提供を

目指して研究開発を進めるサービスとして，以下に，著

者らが構想するサービスを挙げる． 

 都市間高速道路の渋滞の約 6 割を占めるサグ部等で

の渋滞対策，渋滞中の追突事故防止等の安全対策の

ため，将来の自動運転も視野に入れて，ACC など車

両制御技術と道路インフラとの連携により，道路構

造，周辺車両の位置，走行速度，挙動等に関する情

報を取得し，アクセル・ブレーキ操作などの走行制

御を自動的に行う．(24,25関連) 

＊( )内の数字は，図-5 に示す協調 ITS サービスの番号，

以下同じ． 

 交差点での車同士の衝突事故，歩行者・自転車等の

巻き込み事故等を未然に防ぐため，各種センサから

車両等の位置，速度，挙動に関する情報を収集し，

接触の危険が高いと判断した場合等には，ドライバ

ーに警告，ブレーキ・ハンドル操作等を行う．(23 関

連) 

 生活道路における流入車両に起因する事故を防止す

るため，車両が生活道路内を走行している場合は，

車載器等により速度抑制を促すとともに，ドライバ

ーが迂回路の情報を入手可能とする．(36) 

 電力需要・供給の最適化を図るため，車載器等に EV

の充電状況を記録し，住宅や施設の電力状況と充電

状況を踏まえて，EVの蓄電池を有効活用する．(60) 

 安全かつ円滑な道路走行環境が維持できない場合を

適切に判断し，通行規制を迅速に実施し，また，規

制時間を最小化するため，気象情報，災害情報や道

路情報等を収集・共有し道路管理の判断支援を行う．

(104,105) 

 道路構造物の長寿命化に資するよう，特殊車両等大

型車の走行管理を効率的に行うため，危険物等を積

載した特殊車両の運行状況をリアルタイムに把握す

ることで，申請外の経路を走行する違反車両等を抑

制する．また，通行を許可された特殊車両の臨機応

変の経路選択を可能とし，通行可能な経路を含むネ

ットーワークとしての情報，徐行の必要性など各区

間の走行条件を提供する．走行履歴を必要に応じて

蓄積し許可申請審査の参考データ等として提供する．

(126,138) 

 一般車両から収集されるプローブデータをリアルタ

イムに蓄積・分析することで，詳細な渋滞状況，落

下物を避ける挙動等を把握するなど道路管理に活用

する．(139) 

 トラックの輸送事業者の運行管理の効率化を支援す

るため，運行中のトラックの位置情報，旅行速度，

挙動履歴等の運行状況に関する情報を収集し，輸送

事業者に提供し商用車の運行管理支援を行う．また，

収集情報を分析して輸送システム全体でのコストや

環境負荷状況等を評価し，輸送システムの改善・効

率化を図る．(131,137) 

 欧米の取り組みを参考に，車両の走行距離に応じた

負担を利用者に求めることを想定して金額を算出し

て自動的に決済を行う．(142) 

 

(4)  実現を目指すシステムに必要とされる要件・技術 

 前項までで整理した協調 ITSによる新たなサービスを

提供するシステムに必要とされる要件としては，以下の

ものが考えられる． 

まず，新たなシステムはインフラ～車両間のみならず，

車両間，インフラ～歩行者間，車両～歩行者間の通信が

相互に連携して柔軟な情報交換が可能である必要がある．

また，インフラ（センター，路側装置），車両（車載

器），歩行者（携帯端末）の各機器は，複数のサービス

に対応可能とし，アプリの入れ替えが可能で，情報交換

にはスポット通信のみならず携帯電話などの広域通信，

放送など多様なメディアが利用可能なオープンプラット
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フォームを構築する必要がある． 

加えて，国際協調の視点から，使用周波数の選定，通

信方式，アプリケーションの技術開発，標準化を目指す

ものであるとともに，普及促進の観点，アジアなどの新

興国への展開の観点から，低コストで実現可能な仕組み

である必要がある． 

 新たなサービスの提供に必要と考えられる技術要素を

以下に示す． 

 インフラ，車両，歩行者が相互に連携可能となる

無線通信 

 環境に左右されず高い検出率を有するセンサ 
 車両の走行車線や歩行者の位置や状態を正確に捕

捉できる位置精度向上技術・状態把握技術 

 動的・静的な位置に関する情報を扱う際の基盤と

なる地理空間情報 

 アプリケーションの入れ替えやデータベースへの

アクセス等を制御するセキュリティ技術 

 データセット標準などシームレスな情報流通の仕

組み，および流通する情報 

 

(5)  取り組みの枠組みづくり 

 協調 ITSによる新たな ITSサービスの提供の実現に向

けては，どのような枠組みで取り組みを進めるかも重要

となる．中長期で提供を目指すサービスの中には，複数

の関係省庁に属するものも多く存在することから，ITS

関係省庁での協力が必要となる．実現を目指すシステム

について関係者間での共通認識を得るとともに，関係者

間で中長期的な姿の実現のためには共同研究開発体制を

構築することが有用であり，また，国際的な動向を踏ま

え，日米欧政府間・民間レベルでの研究協力体制を構築

することも有用と考える． 

 

(6) 取り組みにあたって留意すべき点 

 欧米ではシステムの全体像を関係者で共有するために

アーキテクチャを策定し各プロジェクトのシステム開発

を整合的に進めており，社会状況，技術動向を踏まえ随

時改定を行っている．今後，我が国も国家的アーキテク

チャを新たに策定し ITS関係者に広く認知され活用して

もらえるよう工夫する必要があると考える．例えば，ア

ーキテクチャ策定後に新たな技術やサービスに関する継

続的な更新が可能となるようメンテナンス体制を整える

ことや，分かりやすく使いやすいものとなるように欧米

のようなツール整備，利用者の能力向上などの取り組み

を行うことが有効であると考える． 

 また，ITS サービスの効果評価について体系化し，効

果の発生，派生過程を明らかにするとともに，各段階に

おける効果評価手法を具体化し，導入前後での政策判断

に活用できるよう研究を進める必要がある． 

6. おわりに 

 本研究では，国内外のプロジェクト等における協調

ITS サービスについて調査分析し，また，車両技術・情

報通信技術の進展，我が国における社会経済状況等を調

査し，今後，我が国で中長期的に目指す協調 ITSサービ

スのシステムアーキテクチャを検討した．また，これを

元に，今後研究開発に取り組むべき ITSサービスを明ら

かにし，その実現を目指すシステムに必要となる要件・

技術，取り組みの枠組みづくり，取り組みにあたっての

留意すべき点等について考察を行った． 

 本研究成果は，今後とも国内の ITS関係者と意見交換

を図り共通認識を醸成するためにも，引き続き活用し内

容を必要に応じて更新していく必要があると考える． 
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